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２ 議題（２）令和７年度千葉市市民自治推進のための実施計画（案）について 

 

１ 令和７年度千葉市市民自治推進のための実施計画（案）の概要 

※資料１－２参照 

 

２ 令和７年度千葉市市民自治推進のための実施計画（案） 

※資料１－３参照 

 

３ コレクティブインパクトの要素を踏まえた取組みについて 

令和７年度千葉市市民自治推進のための実施計画を作成するにあたり、各所管課にお

ける個々の事業全てにおいて、コレクティブインパクトの５要素を踏まえた取組みの予

定について調査を行った。以下、大区分別及びコレクティブインパクトの５要素別に取り

まとめた結果をお示しする。 

 

（参考：コレクティブインパクトについて） 

コレクティブインパクトとは、分野の垣根を越えて様々な立場の関係者が、目標・成果

を共有した上で、共通の評価システムの下で、お互いの強みを活かした取組みを集中的に、

効果的に行うことで、より迅速により大きな社会的成果の創出を目指すことをいいます。

ＮＰＯ・企業・学校・行政などの異なるセクターが協力して、特定の社会課題の解決に向

けて各自ができることを同時並行で取り組むことで、単独では達成できない大きな成果

（インパクト）を生み出す手法であり、以下の５つの要素が必要とされています。 

 

コレクティブインパクトの
５要素

コレクティブインパクトの
要素を踏まえた取組み

共通のアジェンダ

（Common Agenda）

協働事業の相手方となる市民や団体との間で、協働事業に関する

問題意識の共有や、年度末に達成すべきゴールを設定し共有する

か。

共有された測定システム

（Shared Measurement）

協働事業の相手方となる市民や団体との間で、事業の進捗状況を

確認するための取組みやゴールの達成状況の確認方法について共

有するか。

相互に強化し合う取組み

（Mutually Reinforcing Activities）

協働事業の相手方となる市民や団体がより力を発揮できるよう

な、研修、教育、その他支援や協力を行うか。

また、協働の相手側から市や職員を強化してもらうような取り組

みがあるか。

継続的なコミュニケーション

（Continuous Communication）

協働事業の相手方となる市民や団体との継続的なコミュニケー

ション（電話や手紙、メール、SNS等コミュニケーションツールの

利用など）をするために行う工夫はあるか。

活動をサポートする中心的組織

（Backbone Organization）

協働事業を実施する上で、その活動をサポートするために、組織

を作ったり、担当を置いたり、あるいは支援するための人材を育

成したりするか。

資料１－１ 
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（１）各区分における結果一覧 

 

（参考：コレクティブインパクトの５要素を踏まえた取組みの予定について） 

３：市民自治を推進するための工夫をして取り組む予定である 

２：取り組む予定である 

１：取り組む予定がない 

 

（２）大区分別の状況 

 

「取り組む予定である」（「３」または「２」）とした割合が一番多いのは「共通のア

ジェンダ」となっているが、本来コレクティブインパクトは協働を前提とした概念であ

ることから、「市民参加の取組み」の事業には取り入れづらいことが考えられ、他の大

区分と比較すると、全体的にやや低い結果となっている。 

  

大区分

小区分 3 2 1 3 2 1 3 2 1 3 2 1 3 2 1

１　市民参加の取組み 11 28 42 6 27 48 13 22 46 4 25 52 4 24 53

　（１）パブリックコメント手続 0 1 7 0 1 7 0 1 7 0 1 7 0 1 7

（２）公募委員を含む附属機関 3 13 12 1 13 14 3 8 17 0 11 17 0 11 17

（３）ワークショップ 3 4 0 3 4 0 2 5 0 2 4 1 3 4 0

（４）意見交換会 5 8 9 2 8 12 8 7 7 2 8 12 1 8 13

（５）意見募集 0 1 3 0 0 4 0 0 4 0 0 4 0 0 4

（６）アンケート調査 0 1 9 0 0 10 0 0 10 0 1 9 0 0 10

（７）その他の市民参加手続 0 0 2 0 1 1 0 1 1 0 0 2 0 0 2

２　協働の取組み 15 88 56 10 77 72 20 59 80 21 85 53 16 66 77

（１）委託 0 18 5 1 12 10 1 10 12 1 18 4 0 13 10

（２）共催 9 18 9 7 20 9 8 17 11 8 21 7 9 15 12

（３）事業協力 4 49 42 1 42 52 10 30 55 10 43 42 7 36 52

（４）その他の協働の取組み 2 3 0 1 3 1 1 2 2 2 3 0 0 2 3

３　市民の自立的な活動を推進するための取組み 6 28 25 5 23 31 13 23 23 6 28 25 4 18 37

４　市民の意向の把握 1 3 3 0 2 5 0 2 5 1 3 3 0 3 4

５　市民と職員の意識向上と人材育成 7 31 23 1 22 38 9 28 24 4 27 30 4 29 28

共通の

アジェンダ

共有された

測定システム

相互に強化

し合う取組み

継続的な

コミュニケーション

活動をサポート

する中心的組織
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「取り組む予定である」とした割合が多いのは、多い方から順に「継続的なコミュニ

ケーション」、「共通のアジェンダ」、「共有された測定システム」となっている。 

 

 

 

「取り組む予定である」とした割合が多いのは、多い方から順に「相互に強化し合う

取組み」、同率で「共通のアジェンダ」、「継続的なコミュニケーション」となっている。 
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「取り組む予定である」とした割合が多いのは、同率で「共通のアジェンダ」、「継続

的なコミュニケーション」となっている。 

 

 

 

「取り組む予定である」とした割合が多いのは、多い方から順に「共通のアジェンダ」、

「相互に強化し合う取組み」、「活動をサポートする中心的組織」となっている。 
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（３）コレクティブインパクトの５要素別の状況 

 

市民等と問題意識や達成目標を共有しながら取り組みを行う「共通のアジェンダ」に

ついて、「取り組む予定である」とした割合が多いのは、順に「協働の取組み」「市民と

職員の意識向上と人材育成」となっている。また、他の要素と比較すると全体的に「取

り組む予定である」とした割合が多くなっている。 

 

 

協働事業の相手方と事業の進捗状況を確認するための取組みやゴールの達成状況の

確認方法について共有をする「共有された測定システム」について、「取り組む予定で

ある」とした割合が多いのは、順に「協働の取組み」、「市民の自立的な活動を推進する

ための取組み」となっている。 

これらの大区分では、市民等と中長期的にやり取りを行う事業が多いことから、他の

大区分と比較して、当要素を踏まえた取組みを行いやすいと各所管課が考えていると

思われる。 
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市民等がより力を発揮できるよう支援・協力し、また市や職員を強化してもらうよう

な取組みを行う「相互に強化し合う取組み」について、「取り組む予定である」とした

割合が多いのは、「市民の自立的な活動を推進するための取組み」、「市民と職員の意識

向上と人材育成」となっている。 

これらの大区分では、人的支援や金銭的支援、研修や講座を実施する事業が多く、そ

の取組みがイメージしやすいことから、他の大区分と比較して、当要素を踏まえた取組

みを行いやすいと各所管課が考えていると思われる。 

 

 
「継続的なコミュニケーション」について、「取り組む予定である」とした割合が一

番多いのは、「協働の取組み」、「市民の自立的な活動を推進するための取組み」となっ

ており、「共有された測定システム」と同様に、市民等と中長期的にやり取りを行う事

業が多い大区分において、比較的取り組みやすいと考えていると思われる。 
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「活動をサポートする中心的組織」について、「取り組む予定である」とした割合が

多いのは、「市民と職員の意識向上と人材育成」、「協働の取組み」となっている。 

なお、当要素は、各区分において「取り組む予定である」とした割合が比較的少ない

傾向にある。これは、各事業にそれぞれ事業担当者の市職員がいる中で、それ以上の「活

動をサポートする中心的組織」にあたる取組みが難しいことが主な要因として考えら

れる。 
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４ 市民自治を推進するための取組みの好事例 

令和７年度千葉市市民自治推進のための実施計画における各事業の市民自治を推進す

るために行う予定である取組みの内、主な好事例についてお示しする。また、令和５年度

の実施状況の中で好事例として挙げた事業の中から２件取材を行ったため、その結果を

お示しする。 

※【】内は「令和７年度千葉市市民自治推進のための実施計画（案）」における事業 No. 

 

（１）主な好事例 

１ 市民参加の取組み 

○こども・若者市役所【１２ページ・（３）ワークショップ No.５】 

参加者用の LINEを運営し、定期的に開催日時等を伝えるとともに、適宜情報共有

や意見の集約を行っている。（継続的なコミュニケーション） 

事業の実施にあたり大学と委託契約を結び、大学教授がファシリテーターとしてワ

ークショップを円滑に運営している。（活動をサポートする中心的組織） 

２ 協働の取組み 

○ちばフェアトレードマーケット【２８ページ・（２）共催 No.７】 

「令和８年度にフェアトレードタウン認定を目指す」という共通の目標を市と市民

団体である千葉市フェアトレード推進グループで共有している。（共通のアジェンダ） 

○認知症になっても住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができる千葉市づくり

の推進【３０ページ・（２）共催 No.17】 

イベントの準備から当日の運営に至るまでの役割分担等の行動計画を作成し、進捗

状況を共有することにより円滑なイベント運営につなげた。また、イベント来場者への

アンケートによりイベントの趣旨の理解度や満足度を調査し、協働相手にフィードバ

ックすることにより、次年度以降のイベントの計画に反映することとした。（共有され

た測定システム） 

○中央区自主企画事業 中央区自主防災マップ作成支援事業 

【４６ページ・（３）事業協力 No.62】 

市が一方的に作成するのでなく、作成を希望する団体が自ら現地を歩き、マップを作

成することで該当地区市民の防災意識の向上に寄与した。（共通のアジェンダ） 

３ 市民の自立的な活動を推進するための取組み 

○認知症カフェ設置促進事業【５８ページ・No.22】 

認知症カフェを新規に設立する者を対象とした説明会の開催や、カフェ運営者を集

めての交流会の場でカフェの運営状況の発表をすることにより、安定した認知症カフ

ェの運営にフィードバックできるよう取り組む。（相互に強化し合う取組み） 

○中央区自主企画事業 地域活性化支援【６３ページ・No.43】 

助成事業の中間報告会をプレゼン形式で実施することで、年度目標に対する達成度

を市と助成団体間で共有している。（共有された測定システム） 

中間報告会後に団体交流を開催し、各団体の課題やその解決方法、成功例を共有する

ことで活動の活性化を図っている。（相互に強化し合う取組み） 
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○緑区自主企画事業 地域活性化支援【６５ページ・No.55】 

１０月と１２月に実施団体に対しフォローアップ研修を行い、事業の促進を図る。ま

た、１１月の中間報告会においては、ファシリテーターから団体へアドバイスするとと

もに、実施団体間や関係団体で情報共有を行う。（相互に強化し合う取組み） 

５ 市民と職員の意識向上と人材育成 

○日本語交流つなぎての育成【７１ページ・No.17】 

修了者を対象にフォローアップ講座を開催し、活動に関する相談やアドバイスを行

う。また、修了者に千葉市国際交流協会の交流や日本語学習支援の活動に協力してもら

う。（相互に強化し合う取組み） 

○シニアリーダー養成講座【５８ページ・No.21】 

講座内のグループワーク等を通して、参加者があんしんケアセンター及び生活支援

コーディネーターから高齢者を取り巻く地域の状況について情報提供を受けている。

その上で、講座で習得した知識や運動技術をもって、地域の課題解決についての考察や

修了後の活動内容について、レポートを作成・提出してもらうことで、地域課題の共有

や活動への動機付けを図っている。（共通のアジェンダ） 

講座修了後もフォローアップの研修（年２回）を行うことで、継続的に学び直す機会

を設け、講座で身に着けた知識、技術を維持するのみならず、参加者がシニアリーダー

活動に参加したことにより新たに生じた課題の解決を図っている。（相互に強化し合う

取組み） 

シニアリーダー及びグループ代表や関係機関等が出席する連絡会（月１回）を開催し、

地域の介護予防活動における連絡調整等の支援を行うとともに、シニアリーダー活動

の事業状況なとについて共有を図っている。（継続的なコミュニケーション） 

事業実施にあたり、理学療法士等を配置した事務局（医療法人社団に委託）を設置し、

体操教室の運営支援や活動状況の把握を行っている。（活動をサポートする中心的組織） 

○生ごみ資源化アドバイザー養成研修【７５ページ・No.36】 

アドバイザーとしての能力及びモチベーションを向上させ、活動の継続的な実施を

促すため３年ごとにフォローアップ研修を実施している。（相互に強化し合う取組み） 

○緑区認知症ジュニアサポーター養成【７７ページ・No.49】 

打合せや講座において、生徒に期待される役割を明確に伝えている。また、生徒を取

り巻く家庭・地域と共に課題や取組みを共有できるよう、リーフレットを作成し、全開

催校の地区民生委員へ周知を行い、参加いただいている。（共通のアジェンダ） 

講座の実施風景や生徒の声をまとめた資料や、講座の効果をグラフ化した資料を学

校へ返却している。生徒の声は、教員や講座講師のやりがいとなり、次年度開催へ繋が

っている。（相互に強化し合う取組み） 
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（２）取材結果について 

シニアリーダー養成講座 

＜所 管 課＞ 保健福祉局 健康福祉部 健康推進課 

＜市民自治の区分＞ ５ 市民と職員の意識向上と人材育成（実施計画（案）P.72、No.22） 

＜事 業 概 要＞ 

介護予防につながる生活習慣や運動などを学ぶ自主的な介護予防活動グループのリー

ダーを養成するための講座を実施する。講座修了者は、地域に向けて介護予防の推進を

目的とした体操教室を行う。 

対象：要支援、要介護認定を受けていない方で、受講後、地域で介護予防の推進を目

的とした体操教室を行うことができる市民 

 

＜取材日時＞ 令和６年１２月１８日（水）１０：００～１２：００ 

＜場 所＞ 花見川保健福祉センター３階大会議室 

＜事業の様子など＞ 

花見川区のシニアリーダー連絡会及びシニアリーダー

に対するフォローアップ研修に参加した。 

 

○シニアリーダーについて 

シニアリーダーは、「シニアリーダー養成講座」を修了した市民が、千葉市内の公民

館等を会場に、シニアリーダー体操教室をボランティアで開催・運営している。 

シニアリーダー養成講座は全１２回のコースとなっており、介護予防の重要性や知識

を学ぶとともに、参加者一人一人が指導者となる場を設け、教室運営や運動指導の技術

を学んでいる。また、講座内のグループワークにおいて、あんしんケアセンターや生活

支援コーディネーターから高齢者を取り巻く地域の状況について情報提供を受けた上

で、講座で習得した知識や運動技術をもって、地域の課題解決についての考察や修了後

の活動内容について、レポートを作成・提出してもらうことで、地域課題の共有や活動

への動機付けを図っている。 

講座各回のテーマや内容については、行政が提示するプロ

グラムに沿って事務局（市内の医療法人社団）が企画し、実

施している。 

 

○事務局について 

事務局は市内の医療法人社団へ委託し設置して

おり、主に理学療法士や作業療法士が実務を行っ

ているが、養成講座の内容等によっては栄養士等

の必要な知識を持つ医療専門職が対応しているとのこと。 

業務としては、シニアリーダー養成講座及び区単位で設置している連絡会の運営や、

シニアリーダーからの要望に応じた教室への訪問、相談対応等により、教室の運営支援

や活動状況の把握を行っている。 

活動をサポートする中心的組織 

共通のアジェンダ 
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○シニアリーダー連絡会について 

シニアリーダー連絡会は、シニアリーダー間の

情報交換等を行い、シニアリーダーによる体操教

室の充実を図ることを目的として各区で月１回開

催されており、シニアリーダーや事務局、あんしんケアセンター等の関係機関が出席し

ている。連絡会では、活動に関する報告事項や事業状況の共有等を行っており、今回

は、基本３か月毎に行う実績報告についての共有や、年末年始の各教室の休みについて

の報告が行われていた。 

 

○フォローアップ研修について 

フォローアップ研修は年２回、シニアリーダー連絡会

の開催に合わせて実施し、養成講座で身につけた知識や

技術を維持するのみならず、活動中に生じた課題の解決

を図っている。 

研修の内容については、事務局がシニアリーダーから要望を聞いた上で、毎回異なる

テーマを設定している。例えば、令和５年度には体操指導時の疑問について事務局から

回答する形式をとり実施したり、コロナ禍においては、感染対策に関する研修を行った

りしたとのこと。 

今回は、教室運営の安全管理をテーマに、健康状態のチェック方法や運動プログラム

実施の際の留意点について、実際の事例も交えて説明を行っていた。また研修後には、

参加者から教室を運営する中での疑問点や、具体的な体操の方法について質問があり、

その場で丁寧に回答していた。 

 

○その他、シニアリーダーの活動について 

各教室の運営や月１回の連絡会の他にも、各区のシニ

アリーダーが集まる交流会や、各区のシニアリーダーの

代表者が集まる代表者会議が開催されているとのこと。 

交流会は、幹事区（各区で持ち回り）が内容を検討して実施しており、令和５年度は

各教室や各区の連絡会から発表する形式で行い、令和６年度は当日グループになったメ

ンバー内で各区や各教室の情報を共有したとのこと。事務局は開催に向けて適宜フォロ

ーを行っているとのこと。 

代表者会議では、行政や事務局との意見交換を行っているとのこと。 

 

  

相互に強化し合う取組み 

継続的なコミュニケーション 

相互に強化し合う取組み 
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中央区自主企画事業 中央区自主防災マップ作成支援事業 

＜所 管 課＞ 中央区地域づくり支援課 

＜市民自治の区分＞ ２ 協働の取組み（３）事業協力（実施計画（案）P.46、No.62） 

＜事 業 概 要＞ 

大規模災害発生時に、区民が状況に応じて速やかに避難を開始することができるよ

う、地震や浸水等の災害に応じた安全安心な自主防災マップを町内自治会等が作成する

ための支援を行う。 

 

＜取材日時＞ 令和６年１２月２３日（月）９：００～１１：３０ 

＜場 所＞ 仁戸名月の木自治会 

＜事業の様子など＞ 

中央区地域づくり支援課では防災マップ作成アドバイザー（千葉市ＳＬネットワーク）

の派遣や防災マップの印刷を通じて、町内自治会や自主防災組織が防災マップを作成す

る取組みを支援している。 

当事業は町内自治会からの申込により実施し、年間で１０件程度実施することが多い

（令和６年度は５件）が、屋外で現地調査を行う関係上、気温が高い夏場に長時間歩くこ

とは危険であることから、体調管理のしやすい秋～冬にかけて実施しているとのこと。 

防災マップ完成までの流れは、①現地調査→②防災マップ作成→③防災マップの印刷・

配布 となっている。 

 

①現地調査 

まず初めに、自治会館に町内自治会の参加者と防災

マップ作成アドバイザー、中央区地域づくり支援課職

員が集まり、打ち合わせが行われた。 

打ち合わせでは、防災マップの作成方法の説明や町

内自治会の状況説明の後、地図を見ながら避難所まで

のルートの確認や、注意が必要な場所・施設等の共有が行われた。 

綿密な打ち合わせの後、参加者全員が地図を片手に町内全域や避難所までのルートと

なっている周辺地域を歩きながら、災害時に役立つ施設や場所、注意が必要な場所や設

備等を探し、位置や状態を実際に確認した上で、地図に記入していった。 

今回実施した仁戸名月の木自治会は、高齢者

が多い地域ということもあり、避難所へ向かう

ルートにある急な坂や階段が使用できるか等も

議論しながら地図に書き加えていた。 

  

共通のアジェンダ 

相互に強化し合う取組み 

（防災意識の向上に寄与） 
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（災害時に役立つ施設・場所の例） 

防災倉庫、消火栓・防火水槽、井戸、学校、病院・薬局、

コンビニ・スーパー、公衆電話など 

（災害時に注意が必要な場所・設備等の例） 

狭い道、（地震の際に倒壊のおそれがある）ブロック塀・

古い家屋・トランス付の電柱・自動販売機など 

 

②防災マップの作成 

現地調査が終わると、調査で確認した施

設や場所、設備の位置等について、大きな

地図に町内自治会からの参加者が、防災マ

ップ作成アドバイザーや中央区地域づくり

支援課職員と確認し合いながら自ら記入

し、防災マップを作成していった。 

記入の際にはシールや色鉛筆を使用し、

消火栓→青シール、トランス付電柱→赤シールのように決めて貼り付けることで、必要

な情報が一目でわかるようにしていた。 

 

③防災マップの印刷・配布 

防災マップの作成が終わったら、中央区地域づくり支援課から業者に依頼し、マップ

を清書した後、町内自治会が内容を確認した上で完成となり、Ａ３サイズで印刷された

ものが町内自治会の会員に配布されるとのこと。 
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５ 市民自治推進の現状・推移に係る資料について（※昨年度末時点） 

○千葉市市民自治推進実施計画・実施状況件数の推移 

【条例第１７条（実施計画）・１８条（実施状況の公表）】 

 

 

 ※平成３１年度まで「２ 協働の取組み」に含まれていた「支援・補助」の数は、 

「３ 市民の自立的な活動を推進するための取組み」として計上している。 
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○千葉市の町内自治会加入世帯数と加入率の推移【条例第５条（町内自治会の役割）】 
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○NPO法人認証数、新規設立等による増加数、解散・認証取消数の推移 

【条例第６条（市民活動団体の役割）】 

 

 

○パブリックコメント手続件数の推移 

【条例第１４条（パブリックコメント手続の実施）】 

 


